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■子ども・子育て支援制度における指導監査について

＜子ども・子育て支援新制度施行前＞

児童福祉法等に基づき、保育所、認定こども園、幼稚園等に対して認可制度等に基づく指導監査（以下

「施設監査」という。）を実施。

＜平成27年4月 子ども・子育て支援新制度施行＞

子ども・子育て支援新制度により、特定教育・保育施設等に「施設型給付費等」が支給。

従来の施設監査のほかに、子ども・子育て支援法に基づき、特定教育・保育施設等に対し、指導監査

（以下「確認監査」という。）を実施。

併せて業務管理体制の検査も実施。※後述します。
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■指導監査の種類について

①各施設及び事業に対する認可制度等に基づく指導監査

【施設監査】

実施主体：都道府県、指定都市、中核市

※地域型保育事業の施設監査の実施主体は市町村

②各施設及び事業に対する確認制度に基づく指導監査

【確認監査】

実施主体：市町村

③各施設及び事業に対する業務管理体制の整備に関する検査

実施主体：国、都道府県、市町村
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■「認可」と「確認」
「認可」 「確認」

根拠法令 児童福祉法 子ども・子育て支援法

各制度の趣旨及び目的 施設・事業者は「認可基準」を満
たすことで、保育所・小規模保育
事業等を開始できる。

保育所・小規模保育事業等は利
用定員を設定し、「確認基準」
を満たすことで、公定価格の給
付を受けることができる。

基準を定めている条例等 認可基準（最低基準）
野田市家庭的保育事業等の設備及
び運営に関する基準を定める条例

確認基準
野田市特定教育・保育施設及び
特定地域型保育事業の運営に関
する基準を定める条例

監査の種類 施設監査
※地域型保育事業について実施
市は地域型保育事業が認可基準を
満たしているかを確認する。

確認監査
市は特定教育・保育施設等が確
認基準を満たしているかを確認
する。
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■監査における主な確認事項

施設監査（都道府県・指定都市・中核市） 確認監査（市町村）

●教育・保育環境の整備に関する事項
①学級編成及び職員配置の状況
②認可定員の遵守事項
③園舎に備えるべき設備や定期的な修繕改善等
④教育・保育を行う期間・時間
⑤職員の確保・定着促進及び資質向上の取組
（労働条件の改善、研修の計画的実施等）

●教育・保育内容に関する事項
①教育及び保育の内容に関する全体的な計画の作成
②指導計画の作成
③小学校教育との円滑な接続
④子育て支援の内容及び家庭・地域社会との連携

●健康・安全・給食に関する事項
①健康の保持増進に関する取組状況
②事故防止・安全対策に関する取組状況
③給食の適切かつ衛生的な提供に関する取組状況

（下線部は施設監査と確認監査で重複する項目）

●利用定員に関する基準

●運営に関する基準
①内容及び手続きの説明及び同意
②応諾義務・選考
③小学校との連携、教育・保育の提供、評価、
質の向上

④利用者負担の徴収
⑤事故防止及び事故発生時の対応、再発防止
⑥利用定員の遵守
⑦地域との連携
⑧会計の区分
⑨各種記録の整備
（職員、設備及び会計、教育・保育の提供計画等）

●給付に関する事項
①地域区分、定員区分、認定区分、年齢区分
②基本分単価
③各種加算事項
④各種加減・乗除調整事項
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令和元年度施設監査実施件数

■令和元年度施設監査の実施状況 ①

対象施設・事業所 実施件数（実地・書面の合算）

認可保育所（公立） １０

認可保育所（私立） １０※分園含む

幼保連携型認定こども園 １

小規模保育施設 １
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■令和元年度施設監査の実施状況 ②
令和元年度施設監査における指摘事項

①【運営】非常災害・危害防止の状況

避難及び消火に対する訓練を実施していなかった、 又は実施の記録を残していなかった。

→避難訓練のみの実施、消火訓練を実施していない事例が多くの施設で見られた。

避難及び消火に対する訓練は、少なくとも毎月一回は、これを行わなければならない。

（児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（千葉県基準条例）第7条第2項）

②【運営】職員の勤務状況

保育士の配置が、一部の時間帯において年齢別配置基準を満たしていない。

→朝夕等の児童が少数となる時間帯以外の時間帯で配置基準を満たさない時間帯がある。

保育士の配置は、全ての時間帯において年齢別配置基準を満たすことが必要。
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■確認監査の概要

・確認監査は、前述のとおり子ども・子育て支援法に基づき行われる指導監査です。

・市が条例で定める運営基準や給付費等の請求について周知徹底するとともに、過誤・

不正の防止を図るための指導を目的として行います。

例えば、監査を担当する職員が保育施設等の会計担当者が誤って認識し、帳簿の作成

をしている箇所等を見つけた際に、各施設等と連携しその原因を解決し、是正していく

ことにより、もって保育の質の向上に努めていくことを主な目的として実施するものです。
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■集団指導と実地指導

特定教育・保育施設等指導指針に基づく指導形態

①集団指導

市町村が、特定教育・保育施設等に対して、内閣府令等の遵守に関して周知徹底等を図る必要があ

ると認める場合（新規に確認した施設・事業は概ね1年以内に実施）に、特定教育・保育等の提供及び施設

の運営に関する基準、施設型給付費等の請求方法、制度改正の内容及び過去の指導事例について、その内

容に応じ、特定教育・保育施設等の設置者等を一定の場所に集めて、講習等の方法により行う。

②実地指導

特定教育・保育施設に対し、内閣府令等の遵守状況を確認するために必要となる関係書類の閲覧、関係

者との面談、質問等による方法で実施する。

※令和2年度については新型コロナウイルス感染症の影響を鑑み、実地指導は原則として実施せず、調書に

よる確認を行う予定です。
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■特定教育・保育施設等の運営基準について ①

市が条例（※）で定める主な運営基準は以下のとおりです。

（※）野田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例（以下、

野田市条例）

分類 項目

利用定員に関する基準 ・利用定員の設定【第4条、第37条】
・利用定員の遵守【第22条、第48条】

利用開始に伴う基準 ・内容・手続の説明及び同意、契約 【第5条、第38条】
・利用の申し込みに対する正当な理由のない提供拒否の禁止等 【第6条、第39条】
・あっせん、調整及び要請に対する協力 【第7条、第40条】
・受給資格等の確認 【第8条、第50条で準用】
・支給認定申請の援助 【第9条、第50条で準用】

教育・保育の提供に関する基準 ・子どもの心身の状況等の把握 【第10条、第41条】
・子どもの適切な処遇 【第24条、第25条、第26条、第50条で準用】
・特定教育・保育施設等との連携（地域型保育事業のみ） 【第42条】
・利用者負担等の受領（特定負担額の徴収、実費徴収を含む） 【第13条、第43条】
・給付費の額の通知 【第14条、第50条で準用】
・特定教育・保育、特定地域型保育の取扱方針【第15条、第44条】
・支給認定保護者に関する市への通知 【第19条、第50条で準用】
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■特定教育・保育施設等の運営基準について ②

分類 項目

管理・運営等に関する基準 ・小学校等との連携 【第11条、第50条で準用】
・教育・保育の提供の記録 【第12条、第50条で準用】
・特定教育・保育、特定地域型保育に関する評価等 【第16条、第45条】
・運営規程 【第20条、第46条】
・勤務体制の確保等 【第21条、第47条】
・重要事項の掲示 【第23条、第50条で準用】
・秘密保持等 【第27条、第50条で準用】
・情報の提供等 【第28条、第50条で準用】
・苦情解決 【第30条、第50条で準用】
・地域との連携等 【第31条、第50条で準用】
・事故発生の防止及び発生時の対応 【第32条、第50条で準用】
・会計の区分 【第33条、第50条で準用】
・記録の整備 【第34条、第49条】
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（参考）文書の保存年限等について
文書名等 保存年限 根拠法令等

保育計画 5年 野田市条例第15条第1項各号及び同第34条

保育日誌等 5年 野田市条例第12条及び同第34条

保護者が不正に給付を受給していることを市へ
報告した際の記録

5年 野田市条例第19条及び同第34条

苦情の内容等 5年 野田市条例第30条第2項及び同第34条

事故の状況、事故に際して採った処置 5年 野田市条例第32条第3項及び同第34条

保育要録 6年（小学校
卒業まで）

保育所保育指針の適用に際しての留意事項について
第3の２

認定こども園の指導要録 20年 認定こども園法施行規則第30条第4項

労働者名簿、賃金台帳及び雇入、解雇、災害補
償、賃金その他労働関係に関する重要な書類

3年 労働基準法第109条
同法施行規則第56条

雇用保険に関する書類 （雇用保険被保険者関係
届出事務等処理簿）

2年
（4年）

労働保険の保険料の徴収等に関する法律施行規則第72条

健康保険・厚生年金に関する書類 2年 健康保険法施行規則第34条
厚生年金保険法施行規則第28条

12



■運営規定について

＜運営規程の必須項目 ＞

・施設の目的及び運営の方針

・提供する特定教育・保育の内容

・職員の職種・員数及び職務の内容

・特定教育・保育を行う日及び時間、提供を行わない日

・利用者負担その他の費用の種類、支払いを求める理由及びその額

・利用定員（保育所・認定子ども園は区分ごと）

・利用の開始、終了に関する事項及び利用に当たっての留意事項

・緊急時等における対応方法

・非常災害対策

・虐待防止のための処置に関する事項

・その他運営に関する重要事項
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■重要事項について

＜重要事項説明書の必須項目 ＞

・運営規程の概要

・連携施設の種類・名称・連携協力の概要（小規模・事業所内保育施設のみ）

・職員の勤務体制

・利用者負担その他の利用申込者の教育・保育の選択に資すると認められる重要事項

※運営規定と重要事項の記載内容・実態の整合を図るように整備してください。
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【事例】運営規程の記載内容に不足や誤りが見受けられた。

例：保護者から受領する実費に係る費用に関する記載が無い、または費用の一部しか記載していなかった。

例：記載されている利用定員数と市の確認において設定した利用定員数が相違していた。

記載が必要な事項の漏れや記載誤りが無いよう、整備を行ってください。

■指摘事項になり得る事例 ①
【運営規定】
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【事例】重要事項説明書の記載内容に不足や誤りが見受けられた。

例：利用定員や職員の勤務体制、保護者から徴収する費用の種類を記載していなかった。

例：記載されている保育時間と実際の設定時間が相違していた。

記載が必要な事項の漏れや記載誤りが無いよう、整備を行ってください。

＜保護者に交付する文書に最低限記載が必要な事項 ＞

■指摘事項になり得る事例 ②
【内容・手続の説明及び同意】

必要な事項 具体的な記載内容

①施設・事業所の運営に関すること 運営方針、提供する教育・保育の内容、保育時間（標準時間及び
短時間）、利用定員など

②連携施設に関すること
※特定地域型保育事業者のみ

連携施設の種類、名称、連携内容の概要

③職員の勤務体制 職員の職種及び員数

④利用者負担 保護者から徴収する費用の種類（保育料、特定負担額（上乗せ徴
収）、実費徴収）
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【事例】重要事項の掲示を行っていなかった。

重要事項（特定教育・保育施設の選択に資すると認められる事項）を漏れなく掲示

してください。

※ 施設・事業所の見やすい場所（入口付近、受付、掲示スペース等）に、重要事項が記載

された文書（重要事項説明書等）を掲示または配架する、必要事項のみ記載した文書を掲示

するなどにより対応してください。

■指摘事項になり得る事例 ③
【重要事項の掲示】
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【事例】 苦情を受け付けるための窓口を適切に設置していなかった。

苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要

な措置を講じなければなりません。

【苦情窓口】

• 苦情受付担当者

• 苦情解決責任者

• このほか「第三者委員」を設置する必要があります。

参考：社援第1352号ほか発 社会福祉事業の経営者による福祉サービスに関する苦情解決の仕組みの指針について

また、苦情を受け付けた場合には、苦情の内容等を記録する必要があります。

■指摘事項になり得る事例 ④
【苦情解決】
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市で対応した施設・事業所に関する保護者からの相談内容について

【想定される主な相談内容】

・保護者対応に関すること（コミュニケーション不足等）

・職員配置に関すること（通常保育・延長保育時間中の職員配置等）

・弁当持参に関すること（給食提供の代わりに、弁当持参を依頼等）

・利用者負担に関すること（金額設定が高い等）

・保育時間の取り扱いに関すること（利用時間等）

・個人情報の取り扱いに関すること（法令に定めのない第三者への提供等）

⇒市に保護者からの苦情につながる相談が入った場合、園長等に事実確認のための連絡をします。

⇒また、相談内容に応じて、施設・事業所における法令遵守の取り組みを確認するほか、保護

者の同意を得るためのプロセス等を確認していきます。

⇒市から連絡が入った内容についても、施設・事業所において記録するようお願いします。
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■事故防止及び事故発生時の対応、再発防止 ①

①「事故発生防止のための指針」の整備について

事故発生防止のための指針とは、施設・事業所における事故防止対策の基本的な考え方を示すものです。

◆指針に記載する内容

・事故発生時の対応及び報告の方法

・改善策を職員に周知する体制

※上記事項が記載されたマニュアル等を指針に位置付けることも可能。

②事故の記録の整備について

以下の事故については、事故の状況・発生後の対応等について記録・保管してください。

・重大事故

・医療機関を受診した怪我等の事故 ※重大事故を除く。

これらの記録については、完結の日から５年間保存してください。

また、ヒヤリ・ハッとした出来事についても、日常的な事故予防対策のために記録を残しておくこと。
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③重大事故発生時の報告について

重大事故が発生した場合は、速やかに市及び子どもの家族等に連絡をする必要があります。

◆重大事故とは

・死亡事故

・治療に要する期間が 30 日以上の負傷や疾病を伴う重篤な事故（意識不明の事故を含む。）

※「治療に要する期間が 30 日以上」とは、原則として、医師が全治30日以上と判断した場合をいう。

例えば、「保育中のケガを治療するために複数回通院した結果、事案が発生した日から30日以上経

過していた」というようなケースは対象外。

重大事故が発生した場合は、発生後速やか（事故発生当日）に施設又は事業所より市へ必ず報告を行う

ようにしてください。また、遅くとも事故発生翌日までに所定の事故報告書の提出をしていただく必要が

あります。

参考：平成29年11月10日付け府子本第912号ほか発 「特定教育・保育施設等における事故の報告等について」

報告系統 施設等 → 野田市 → 千葉県 → 国の所管省庁

■事故防止及び事故発生時の対応、再発防止 ②
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④職員に対する研修の実施について

職員に対し、事故発生防止に関する研修を定期的に実施することが求められます。

園内研修において事故予防に関するテーマを取り扱う他、外部研修を活用することも考えられます。

（研修内容の例）

・日々の活動（睡眠中、水遊び、外遊び、誤嚥など）における注意事項を共有・確認する。

・緊急時の対応方法や事故報告の流れ・仕組みを確認する。

・心肺蘇生法・AED の使い方など実践的な研修を行う。

・事故発生防止のための委員会で検討・決定した事項を共有する。

・他の施設で発生した事故等の事例を用いて危険予測を行う。

・職員が参加した外部研修について報告を行い、研修の内容を共有する。

※野田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例第32条、34条、50条

■事故防止及び事故発生時の対応、再発防止 ③
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■指摘事項の具体例 ①
【事故発生の防止・発生時の対応】
【事例】事故発生防止のための指針を整備していない、または内容が不足していた。

施設・事業所における事故防止対策の基本的な考え方を表すものとして、

事故発生防止のための指針を整備する必要があります。

○指針には、「事故発生時の対応方法」、「事故発生時の報告方法」、「改善策を職員に周知する

体制」をそれぞれ記載してください。

○指針の形式は問いません。

例えば、施設等で整備している事故防止のマニュアル等に必要な事項が記載されている場合は、

これを指針として位置付けることも可能です。
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【事例】事故発生防止のための委員会を整備していなかった。

施設・事業所における事故予防のための意思決定機関として、事故発生防止

のための委員会を設置し、定期的に開催できる体制を整えてください。

※ 野田市条例第32条第1項第3号の規定

○委員会の形態・規模は問いません。

法人本部で選出したメンバーにより委員会を設置する、または、各施設・事業所毎にメ

ンバーを決定する等、事業規模や運営内容に応じた体制を整備してください。

○委員会の開催後、記録（議事録等）を残してください。

■指摘事項の具体例 ②
【事故発生の防止・発生時の対応】
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【事例】重大事故が発生した際、速やかに市へ報告を行っていなかった。

重大事故が発生した場合は、速やかに市へ連絡し、事故報告書（所定様式）を提出する

必要があります。

○報告が必要な重大事故は以下のとおりです。

・死亡事故

・治療に要する期間が30日以上の負傷や疾病を伴う重篤な事故

※意識不明の事故を含む（人工呼吸器をつける、ＩＣＵに入る等）

※原則、医師が全治30日以上と判断したもの。

■指摘事項の具体例 ③
【事故発生の防止・発生時の対応】
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■事故の発生・再発防止に資する指導監査等の実施

⇒死亡事故等の重大事故が発生した場合には、事案の緊急性・重大性を踏まえ、必要に応じて、事前通告

なく監査を行います。

⇒また、死亡事故等の重大事故に係る検証が実施された場合には、検証の結果を踏まえた再発防止策につ

いての対応状況等を確認し、検証結果については、その後の指導に反映させます。

チェック内容

① 事故発生防止のための指針を整備しているか。その他、マニュアル等を備えているか。

② 事故発生防止のための委員会を設置し、定期的に開催しているか。

③ 事故発生防止のための研修を定期的に（1年に1回以上）開催しているか。

④ 重大事故発生時の連絡体制が整っているか。

⑤ 事故発生時に、事故の状況及び事故に際して採った処置を記録しているか。

⑥ 事故の記録を完結の日から５年間保存しているか。※データでも可。

⑦ 損害賠償保険等への加入をしているか。（野田市条例第32条第4項に基づく）
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■公定価格の基本分単価に含まれる職員構成 ①

種類 基本分単価に含まれる職員構成

認定こども園 【園長（施設長）】
• １人

【保育教諭等】（※市長が保育教諭等と同等の知識及び経験を有すると認める者を含む。）
• ４歳以上児３０人につき１人、３歳児及び満３歳児２０人につき１人、１～２歳児（保育認定子どもに限
る。）６人につき１人、乳児３人につき１人

• ２・３号の利用定員９０人以下の施設については１人を加配
• 保育標準時間認定を受ける子どもを受け入れる施設については１人を加配
• 主幹保育教諭等を専任化させるための代替要員を２人加配（うち１人は非常勤講師等でも可）
• 上記の定数に加えて、非常勤講師を加配

【事務職員】
• １人及び非常勤事務職員を加配（施設長等の職員が兼務する場合や業務委託をする場合は配置不要）

【調理員等】
• ２・３号の利用定員４０人以下の施設は１人、４１人以上１５０人以下の施設は２人、１５１人以上の施設は
３人（うち１人は非常勤）
※調理業務の全部委託等をする場合は調理員を置かないことができる。
（幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準を定める条例（千葉県条例）第6条第4項ほか）

【その他】
• 学校医・学校歯科医・学校薬剤師（嘱託医・嘱託歯科医・嘱託薬剤師）

27



■公定価格の基本分単価に含まれる職員構成 ②
種類 基本分単価に含まれる職員構成

幼稚園 【園長】
• １人
【教員（教諭）】
• ４歳以上児３０人につき１人、３歳児及び満３歳児２０人につき１人
• 利用定員３６人以上３００人以下の施設については１人を加配
【事務職員】
• １人及び非常勤事務職員を加配（園長等の職員が兼務する場合や業務委託する場合は配置不要）
【その他】
• 学校医・学校歯科医・学校薬剤師（嘱託等で可）

保育所 【施設長】（児童福祉事業等に２年以上従事した者又はこれと同等以上の能力を有すると認められる者で専従）
• １人
【保育士】（※市長が保育士と同等の知識及び経験を有すると認める者を含む。）
• ４歳以上児３０人につき１人、３歳児２０人につき１人、１～２歳児６人につき１人、乳児３人に つき１人
• 利用定員９０人以下の施設については１人を加配
• 保育標準時間認定を受ける子どもを受け入れる施設については１人を加配
• 上記の定数に加えて非常勤保育士を加配
【調理員等】
• 利用定員４０人以下の施設は１人、４１人以上１５０人以下の施設は２人、１５１人以上の施設は３人（う
ち１人は非常勤） ※調理業務の全部委託等をする場合は調理員を置かないことができる。

【事務職員】
• 非常勤事務職員（施設長等の職員が兼務する場合又は業務委託する場合は配置不要）
【その他】
• 嘱託医・嘱託歯科医
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⇒子ども・子育て支援法の確認を受けた施設・事業者に対しては、前述の職員構成を満た

すことを 条件に給付費等が支払われています。（子ども・子育て支援法第27条第7項及

び第29条第7項等）

⇒適切な教育・保育を提供するためにも、各施設・事業所ごとに前述の職員数の確保が必要

です。

⇒その他、追加の人員配置や事業の実施状況に応じて、給付費等の加算があります。

⇒シフト勤務等により職員を配置する際には、認可基準等の最低基準を遵守してください。

■公定価格の基本分単価に含まれる職員構成 ③
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■業務管理体制の整備に関する検査について

平成27年4月1日に施行された子ども・子育て支援法に基づき、特定教育・保育施設※1 の設置者及び特定

地域型保育事業※2の事業者（以下「設置者・事業者」という。）は、法令遵守等の業務管理体制を整備し、

行政機関に届け出ることが義務付けられました。

※1 特定教育・保育施設

→施設型給付費（委託費）の支給対象として確認を受ける認定こども園、幼稚園、保育所

※2 特定地域型保育事業

→地域型保育給付費の支給対象として確認を受ける小規模保育事業、家庭的保育事業、

事業所内保育事業、居宅訪問型保育事業

業務管理体制の整備とは

不正事案の発生防止と利用者のサービス確保の観点から、事業運営の適正化を図るための整備を指します。具
体的には、施設等の数に応じ、①法令遵守を確保するための責任者が置かれていること、②法令遵守を確保する
ための注意事項や標準的な業務プロセスを記載した「法令遵守規程」を整備すること、③外部監査などによる
「業務執行の状況の監査」が行われていること、が必要とされています。
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■届出の内容

業務管理体制の整備に関する届出の内容については、特定教育・保育施設及び特定 地域型保育事業所

（以下「施設等」という。）の数に応じて異なります。

※施設等の数は、確認を受ける施設・事業所（保育所や小規模保育事業所）ごとに、1つと数えます。

対象 届出の内容

共通
事項

全ての設置者・事業者 設置者・事業者の名称又は氏名 設置者
事業者の主たる事業所の所在地 設置者
事業者の代表者の氏名、生年月日、住所、職名

「法令遵守責任者」の氏名、生年月日

規模に
応じた
事項

確認を受ける施設等が20以上の設置
者・事業者

上記に加え「法令遵守規程」の概要

確認を受ける施設等が 100以上の設
置者・事業者

上記に加え「業務執行の状況の監査の方法」の概要
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■届出先の行政機関

以下の区分に応じ、対応する届出先に届け出てください。

なお、届出先は施設等の所在地によって決まるものであり、主たる事務所の所在地ではないので注意

してください。

新たな施設等の確認により、事業展開地域が変更し、届出先の区分に変更が生じた場合には、 届出

先区分の変更に係る届出をする必要があります。

なお、届出先区分の変更が生じた場合の届出は、変更“前”と変更“後”の届出先の双方に届け出ること

が求められます。

区分 届出先

① 確認を受ける施設等が2以上の都道府県に所在 内閣総理大臣
（内閣府子ども・子育て本部）

② 確認を受ける施設等が1つの市町村※にのみ所在
※特別区を含む

市町村長

③ ①及び②に該当しない場合 都道府県知事
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■業務管理体制の確認検査について
法令遵守責任者の選任等、適切に業務管理体制を整備しているかを確認するために今後市においても検査を

実施する予定です。

【確認検査の実施体制（予定）】

＜検査対象＞

子ども・子育て支援法第55条第2項に基づき、市に業務管理体制の整備に関する届出を行った特定教育・保育

施設の設置者及び特定地域型保育事業者

※ 法人が設置する施設等が、野田市のみに所在する設置者・事業者

＜検査事項＞

①「法令遵守責任者」の選任状況

②「法令遵守規程」の整備状況

③「業務執行の状況の監査」の実施状況

＜検査方法＞

一般検査： 書面の提出による検査を、定期的に実施します。

特別検査： 運営に不正又は著しい不当があったこと疑うに足りる理由がある等の場合に随時実施します。
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■集団指導の資料について
集団指導の当日に使用した資料は市のホームページ上に掲載いたします。

※掲載ページは未定（作成中）ですので掲載が完了次第
お知らせいたします。
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